
議案第１４号

令和元年度埼玉県和光市一般会計補正予算（第５号）

令和元年度埼玉県和光市の一般会計の補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１５７，２８５千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ２９，０４６，７８２千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。

（地方債の補正）

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。

令和２年２月２１日提出

和光市長 松本 武洋

提 案 理 由

令和元年度埼玉県和光市一般会計の補正予算（第５号）について、地方自治法第２１８

条第１項の規定により、この案を提出するものである。







第　２　表

（ 追　加 ）

繰　越　明　許　費　補　正

款 項

 ２ 総務費  ８ 自治振興費

 ６ 農林水産業費  １ 農業費

 １０ 教育費  ３ 中学校費

 １ 道路橋りょう費

 ３ 都市計画費

 ８ 土木費
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(単位：千円)

事 業 名 金 額

コミュニティ施設整備
（新施設設計事業）

１８，１５０

都市農業支援
（強い農業・担い手づくり総合支援交付金）

１，０２５

道路補修
（古美山立体橋耐震補強事業）

１４０，０００

道路補修
（谷戸橋耐震補強事業）

９５，０００

道路補修
（芝屋橋修繕事業）

４５，６５９

道路整備
（市道2002号線他道路改良事業）

３０，１７０

道路整備
（市道406号線道路改良事業）

３５，０００

道路整備
（芝宮橋整備事業）

１２２，０２５

越後山土地区画整理組合活動支援
（和光市組合等まちづくり整備事業）

１９０，５００

白子三丁目中央土地区画整理組合活動支援
（和光市組合等社会資本整備総合交付金事
業）

１３８，２９７

中学校施設整備
（中学校屋上防水改修事業）

１１，０９５
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第　３　表

地　　方　　債　　補　　正

（追　加）

（変　更）

限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

市民文化センター施
設修繕事業

13,800 

コミュニティ新施設
用地取得事業

140,800 

北原小学校放課後こ
ども総合プラン一体
型施設新設事業

37,400 

市道道路改良事業 84,400 

谷戸橋耐震補強事業 47,000 

アーバンアクア公園
整備事業

16,000 

白子小学校トイレ改
修事業

7,800 

新倉小学校トイレ改
修事業

10,900 

小学校用地取得事業 412,500 

補 正 前

起 債 の 目 的 限 度 額

起債の目的

古美山立体橋耐震補強整備事業 71,000 

普通貸借        　　　
又　　は　
証券発行

年４．０％以内
（ただし、金利見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協定し
た融資条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間
および償還期限を短縮し、又
は繰上償還若しくは低利に借
り換えすることができる。
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(単位：千円)

(単位：千円)

限度額 起債の方法 利 率

12,200 

124,400 

36,500 

77,200 

40,200 

19,100 

7,200 

10,700 

495,000 

補 正 後

償 還 の 方 法

起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

普 通貸 借
又 は
証 券発 行

年４．０％以内
（ただし、金利見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協定し
た融資条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間
および償還期限を短縮し、又
は繰上償還若しくは低利に借
り換えすることができる。

普通貸借        　　　
又　　は　
証券発行

年４．０％以内
（ただし、金利見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協定し
た融資条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間
および償還期限を短縮し、又
は繰上償還若しくは低利に借
り換えすることができる。
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令 和 元 年 度

埼 玉 県 和 光 市 一 般 会 計 補 正 予 算

説 明 書



























































































１　特別職

職員数 (年間支給率) 共済費 合　計

期 末 手 当

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(4.30月)

3 27,227 395 11,688 39,310 7,151 46,461

(3.30月)

18 78,624 25,942 104,566 27,334 131,900

1,295 481,694 16,853 498,547 58,283 556,830

1,316 560,318 27,227 17,248 37,630 642,423 92,768 735,191

(4.30月)

3 27,180 395 11,688 39,263 7,151 46,414

(3.30月)

18 78,624 25,942 104,566 27,334 131,900

1,419 483,226 16,853 500,079 58,383 558,462

1,440 561,850 27,180 17,248 37,630 643,908 92,868 736,776

0 0 47 0 0 47 0 47

0 0 0 0 0 0 0

△ 124 △ 1,532 0 0 △ 1,532 △ 100 △ 1,632

△ 124 △ 1,532 47 0 0 △ 1,485 △ 100 △ 1,585

給　　与　　費　　明　　細　　書

給　　与　　費

区　　分 備考報　酬 給　料 通勤手当 計

長 等
市　長
副市長
教育長

議 員

その他の
特 別 職

計

長 等
市　長
副市長
教育長

議 員

その他の
特 別 職

計

長 等

議 員

その他の
特 別 職

計

補正後

補正前

比 較

－53－





２　一般職

　 　総括
(単位：千円)

職員数

(人)

(12)

396 

(12)

396 

(  0)

0

(　　)内は短時間勤務職員外書き

職員手当の内訳
(単位：千円)

給　　与　　費

給料 職員手当 計

1,418,989 1,127,551 2,546,540 505,485 3,052,025

1,417,694 1,132,173 2,549,867 505,382 3,055,249

1,295 △ 4,622 △ 3,327 103 △ 3,224

区　　　分 補正後 補正前 比　　　較

地 域 手 当 226,407 226,336 71

期 末 手 当 384,255 384,128 127

勤 勉 手 当 278,843 277,739 1,104

管理職員特別勤務手当 1,022 1,464 △ 442

超 過 勤 務 手 当 88,036 93,518 △ 5,482

計 1,127,551 1,132,173 △ 4,622

区　分 共済費 合　計 備　考

補正後

補正前

比　較
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　 　給料及び職員手当の増減額の明細 (単位：千円)

給与改定状況

平均給料改定率　　0.13％

　 　給料及び職員手当の状況

　　期末手当・勤勉手当

(　　)内は再任用職員の標準的な支給率

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明 備　考

給 料 1,295 給与改定に伴う 1,295

増減分

昇給に伴う増加

分

その他の増減分

職員手当 △ 4,622 制度改正に伴う 1,104 勤勉手当改正に伴う

増減分 増減分 1,104

その他の増減分 △ 5,726 給与改定に伴う増減分

358

給与改定以外の増減分

（超過勤務手当等の減額）

△ 6,084

支給期別支給率
支給率計

６月(月分) 12月(月分) （月分）

（1.175） （1.175） （2.35）

2.225 2.275 4.50 

（1.175） （1.175） （2.35）

2.225 2.275 4.50 

区　分
職制上の段階･職務の
級等による加算措置

備　　　考

本年度 有

国の制度 有
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地方債の前々年度末及び前年度末における現在高並びに

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

　２．そ　　の　　他 6,510,890 5,785,765 

(1) 減税補てん債 495,985 395,455 

(2) 臨時税収補てん債 0 0 

(3) 臨時財政対策債 5,761,720 5,173,294 

(4) 減収補てん債 253,185 217,016 

区　　　　　　分
平 成 ２ ９ 年 度 末
現 在 高

平 成 ３ ０ 年 度 末
現 在 高

　１．普　　通　　債 10,470,478 11,207,632 

(1) 総  　務  　債 31,120 475,740 

(2) 民　  生  　債 970,896 811,280 

(3) 土  　木  　債 5,211,720 5,814,900 

(4) 消  　防  　債 34,920 35,960 

(5) 教  　育  　債 4,221,822 4,069,752 

合　　　　　　計 16,981,368 16,993,397 
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(単位：千円)

〔　〕内の金額は、平成３０年度からの繰越分を含んだ金額。

本　年　度　中　の　増　減　見　込　み

本 年 度 中
起 債 見 込 額

本 年 度 中
元 金 償 還 額

1,582,200 11,667,950 

〔1,782,500〕 〔11,868,250〕

863,200 6,268,509 

〔1,045,700〕 〔6,451,009〕

512,900 4,205,448 

〔530,700〕 〔4,223,248〕

0 711,928 5,073,837 

87,278 308,177 

0 

588,481 4,584,813 

36,169 180,847 

1,582,200 16,741,787 

〔1,782,500〕 〔16,942,087〕

令 和 元 年 度 末
現 在 高 見 込 額

1,121,882 

136,600 52,800 559,540 

55,000 276,706 589,574 

409,591 

14,500 5,581 44,879 

377,204 

1,833,810 
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